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令 和 ８ 年 ２ 月

令和７年度 介護老人保健施設経営セミナー

地域包括ケアシステムにおける
これからの老健施設の役割

公益社団法人全国老人保健施設協会

ROKENくん
会 長 東 憲 太 郎
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新たな地域医療構想等に関する検討会 等
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新たな地域医療構想等に関する検討

新たな地域医療構想等に関する検討会

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会

在宅医療及び
医療・介護連携

救急医療等

小児及び周産期
医療の提供体制

災害医療・
新興感染症医療

新たな地域医療構想に関するとりまとめ⇒●

医師偏在対策に関するとりまとめ⇒●

ガイドライン及び医療計画指針の策定⇒●

3/29 12/18

7/24 9/24 年度内

ＷＧ

東 憲太郎

構成員に初めて 介護団体 が入った
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医療の課題
（高齢者救急搬送・認知症 等）

ROKENくん



第７回新たな地域医療構想等に関する検討会
（令和６年８月２６日）改編

3,652
3,928

６５歳以上（合計）
＋7.5％

1，006（＋42.2％）

1，221（▲15.6％）

1，701（＋13.6％）
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・多くの要介護高齢者が急性期病院に入院している実態がある。
・要介護高齢者の多くは、認知症を合併している。

〇 DPCデータによると、令和3年度における介護施設・福祉施設からの入院患者は年間66万例もある。
〇 このうち、急性期一般入院基本料を算定する病棟へ入院する患者が75％を占める。

661,008

75％
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医療資源投入量は少ない



〇一般病院への入院が、在宅要介護高齢者の要介護度を悪化させる要因となることが報告されている
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■ 回リハ病棟＝38.8％

■ 地ケア病棟＝35.4％

認知症（ランクⅡ以上）ありの割合
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急性期病院からのトリアージが重要

ROKENくん
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認知症高齢者数 認知症有病率

認知症について
① 認知症高齢者と有病率（推計）

④ 認知症のある方に関して入退院がスムーズに行われているか？
⇒ 約７割がスムーズに行われていない

令和５年度医療介護連携事業の推進における認知症のある方の入院受け入れと退院
支援の現状と課題に関する調査研究（市町村対象）

（万人）

③ 老人ホーム等の救急搬送件数の見通し

認知症高齢者の日常生活自立度

施設サービス 認知症なし ランクⅠ ランクⅡ～Ⅲ ランクⅣ・Ⅿ

特養 約5％ 約25% 約55% 約15%

老健施設 約10％ 約20% 約50% 約20%

介護医療院 約10％未満 約20％未満 約70％以上

② 介護保険施設における認知症高齢者と割合

「令和5年 介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）
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トリアージについて

地域包括ケア病棟

回復期リハ病棟

急性期病院

地域包括ケア病棟

回復期リハ病棟急性期病院

老健施設

≪ 現状 ≫ ≪ 今後 ≫

認知症を合併している
要介護高齢者で
リハビリを必要としている患者

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 （令和８年１月１６日開催）

患者の状態に応じた適切なリハビリテーションを推進する観点から、介護老人保健施設に
ついて、リハビリテーションを提供することができること等の介護との連携や退院後のリハ
ビリテーションの提供についても、ガイドラインに位置付けることとしてはどうか。

【論点：包括期機能について】
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介護保険施設の稼働率
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（2022年度 老健施設・介護医療院・特養の経営状況）
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認知症が
軽度・なし

認知症が
中重度

老健施設

地域包括ケア
病棟

回復期リハ
病棟

急性期病院

適切なリハビリの
トリアージ

トリアージについて
急性期病院から地域包括ケアや回復期リハ病棟へ送るのではなく
その患者の症状・状態像（特に認知症の有無）によっては、介護施設（老健施設）
でのリハビリを！

身体拘束なしのリハビリ介護職における認知症ケア 認知症短期集中リハ

老健施設におけるリハビリ・介護

0.0

5.0

10.0

介入群 対照群

開始時点 終了時点

BPSDの改善効果
（DBD）

p＜0.01
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認知症短期集中リハビリテーションのエビデンス

平成18～20年認知症短期集中リハビリテーションの実践と効果に関する
検証・研究事業 （班長：鳥羽研二）

第263回 中央社会保険医療協議会総会 資料1（平成25年12月6日）

認知症短期集中リハビリテーションの実施
－BPSDの改善効果について①－

介入群（認知症リハビリテーション実施者）における
BPSDについて、有意な改善が認められた。

通所リハビリテーションにおける認知症短期集中リハビリテーションの
有用性に関する調査研究事業報告書（平成25年）全老健

老健施設の認知症リハビリ
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認知症短期集中リハビリテーション実施加算

算定あり, 57.2%

算定あり, 77.2%

算定あり, 67.3%

算定あり, 51.0%

算定あり, 33.7%

算定なし, 42.8%

算定なし, 22.8%

算定なし, 32.7%

算定なし, 49.0%

算定なし, 66.3%

算定なし, 100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

超強化型

在宅強化型

加算型

基本型

その他型

出典：2021年度 介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査

2021年4月～10月の算定状況の有無（算定施設割合）

老健施設の認知症リハビリ
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地域包括ケア・回復期リハ病棟における認知症対応の阻害要因

1. 認知症に対応する人員配置の不足

2. 看護補助者（介護職）不足による身体拘束

3. 認知症患者に対するリハビリテーション

地域包括ケア及び回復期リハ病棟においては、治療目的の
人員配置基準の為、医師、看護師、リハビリ専門職は手厚
い配置になっているが、介護職はほとんどいない。 地域包括ケア・回復期リハ病棟

における介護職（看護補助者）
４０床で平均約6～7名程度

（100床換算で約15～17名程度）

老健施設における介護職は
100床で平均30名程度認知症を合併する高齢者には、細やかなコミュニケーション

が不可欠である、対応する看護補助者（介護職）が不足して
いるため、身体拘束を得ざるを得ない場面が多い。
リハビリテーションを行っても、残りの時間で身体拘束をし
てしまっては、ＡＤＬも認知機能も良くならない。

医療機関では認知症に対する効果的なリハビリテーション
が行われていない。
入院医療は、主病を治療して自宅へ帰すことを目的として
おり、合併している認知症についての対応が希薄になって
いる。
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地域包括医療病棟と老健施設の関係

ROKENくん
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上流（医療）から下流（介護）への流れ （地域包括医療病棟の受皿としての老健）

地域包括医療病棟のイメージ



急性期一般入院料１ 地域包括医療病棟 回復期リハ病棟 地域包括ケア病棟

看護職員 １０対１ １０対１ １3対１ １3対１

看護師割合 ７割以上 ７割以上 ７割以上 ７割以上

リハビリ専門職配置 － 常勤２名以上
専従常勤 PT３名以上、
OT２名以上、ST１名以上

常勤１名以上

管理栄養士 － 専任常勤１名以上 専任常勤１名 －

リハビリ実施 出来高
出来高、専従リハ職は

６単位まで
包括（疾患別リハ）

包括、必要者に
２単位以上

ADLの維持向上、栄養管
理に資する体制整備

－ 要 要 －

看護必要度Ⅰ 28％ 16％以上

新規入院患者のうちの
重症の患者の割合

４０％

10％以上

看護必要度Ⅱ 27％ 15％以上 8％以上

入院日に特に介助を要す
る患者

5割以上

同一病院一般病棟からの
転棟

5％未満

救急搬送 15％以上

平均在院日数 16日以内 21日以内 実績：66～70日

在宅復帰 80％以上 80％以上 70％以上 72.5%以上

その他の
プロセス・アウトカム指標

・48時間以内のADL・栄
養・口腔評価
・土日祝日のリハ体制
・ＡＤＬ低下が5％未満

・土日祝日のリハ体制
・FIM総得点の改善

25

医療機関（病棟）の施設基準等
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ADLが入院時と比較して低下した患者の割合が5％未満であること 等

当該保険医療機関の一般病棟から転棟したものの患者の割合が5％未満であること。

平均在院日数が２１日以内であること。

在宅等に退院するものの割合が８割以上であること。
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上流（医療）から下流（介護）への流れ （診療報酬における在宅復帰率）

地域包括医療病棟

在 宅 復 帰 率
８０％以上
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軽度な医療ニーズは医療ショートで

ROKENくん
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①あらゆる軽度な医療ニーズのある利用者の受け入れ

・脱水・褥瘡・怪我・肺炎
・尿路感染症・帯状疱疹・蜂窩織炎
・軽度な心不全・薬剤調整 等

②個別リハビリテーションの提供
③適切な認知症ケア

医療ショート
利用

在宅 在宅

改善のうえで
在宅へ退所

かかりつけ医
による

トリアージ

かかりつけ医

施設管理医師
（常勤）

軽度な医療ニーズ

介護老人保健施設

・ＡＤＬの維持・改善
・認知機能の悪化防止

結果

3. 医療ショート（総合医学管理加算）
・かかりつけ医・ケアマネ等にしっかり理解してもらう。
・老健施設も医療ショートの受け入れ体制強化をしていく。



軽度な医療ニーズは 医療ショート へ

グループホーム
ケアハウス

特 養

有料老人ホーム
サ高住

31

介護老人保健施設

医療ショート

在 宅

医療機関

医療ショート

✘

●軽度な医療ニーズは
老健施設の医療ショートへ

・高齢者の救急搬送問題にも貢献
・医療費削減にも貢献

救急搬送
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在宅要介護高齢者のトリアージ

在
宅
要
介
護
高
齢
者 軽度の医療ニーズ

中等度の医療ニーズ

重度の医療ニーズ
急性期一般病棟

地域包括医療病棟

地域包括ケア病棟

医療ショート
（老健施設）
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プレ・ターミナルＡＣＰ

ROKENくん



認知症を合併症している要介護高齢者が、本人・家族の希望を事前
に確認することなく救急搬送されている実態がある（トリアージが
できていない）

≪救急搬送問題≫
① 老健施設等の高齢者施設において、事前にどの程度の医

療提供を希望するかの意思確認（プレターミナルＡＣＰ）
が出来ていれば不要な救急搬送が減る。

② 在宅の要介護高齢者においても、プレターミナルＡＣＰ
を行うことによって、在宅のまま医療提供を受けるのか、
救急搬送するのかがトリアージできる（老健施設の医療
ショートも選択肢のひとつ）。

※ 本人・家族が望まないような過度な医療提供を防ぐためにも、
どこまでの医療を求めるのかを事前に明確にしておくことが重要

34

【下流（介護） ⇒ 上流（医療）への流れについて】
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老健施設・介護医療院における主な医療対応

出典：介護老人保健施設及び介護医療院におけるサービスの提供実態等に関する調査研究事業（令和５年度）

【老健】

【介護医療院】

・慢性心不全の
増悪が所定疾
患施設療養費
として評価さ
れたので、減
る可能性が
高い。

・老健も介護医療院
も転院している例が
そこそこある。
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看取りの対応

ROKENくん
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介護施設等
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。



39



54.6%
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62.7%

65.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

老健施設におけるターミナルケア加算の算定状況
（出典：介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査）
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76.2%

69.0%
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52.4%

33.3%
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30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

（2023年4月～8月における算定状況） 40（各年度における老健施設全体の算定状況）
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老健施設における障害福祉サービスの提供

医療型短期入所・共生型サービス

ROKENくん
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医療型短期入所の活用 平成25（2013）年 障害者総合支援法施行
「医療型短期入所」が制度化。
病院・診療所・老健施設などで提供可能となる。
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区分 主な対象者 算定要件 単位数

Ⅰ

気管切開＋人工呼吸器管理、
重症心身障害児者など

- 医師・看護師の常時配置
- 高度な医療的ケア（呼吸器管理、中心静脈栄養など）
- 区分6の利用者が中心

３，１１７単位/日

Ⅱ

経管栄養、喀痰吸引、酸素療
法など中等度の医療的ケアが
必要な者

- 看護師の常勤配置
- 医療的観察・処置が定期的に必要
- 区分5～6の利用者が多い

２，８６４単位/日

Ⅲ

軽度の医療的ケア（服薬管理、
軽度の吸引など）

- 看護師の配置あり
- 医療的ケアはあるが常時ではない
- 区分3～5の利用者が中心

1，826単位/日

介護老人保健施設短期入所療養介護費（要介護5）

医療型短期入所サービス費

（多床室）【在宅強化型】 1，161単位
【 超強化型 】 1，212単位

※ 上記のほか、複数の加算あり

（参考）

報 酬 単 価

【課題】：医療型短期入所で受け入れた利用者は在宅復帰のカウントの対象外とする
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令和６年度改定
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老健施設におけるフレイル対応

ROKENくん
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医療と介護の連携

地域とのかかわり（老健施設の認知・活用）
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要介護度１～５要支援１・２プレ・フレイル健康･自立

老
健
の
関
わ
り

在宅支援
・入所サービス
・通所リハビリ
・訪問リハビリ
・短期入所

介護予防
・通所リハビリ
・訪問リハビリ
・短期入所

地域に貢献する活動
（報酬外サービス）

・お買物送迎サービス
・認知症予防教室 等

・介護予防サロン

地域とのかかわり（老健施設の認知・活用）
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要介護1～５の方

介護サービス

介護予防・日常生活支援総合事業



【中山間・人口減少地域】

介護サービスを事業として
実施する仕組み 【委託】

（介護保険部会での議論）

ROKENくん 50



令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和６年度調査）
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【訪問看護】 【訪問介護】



委託
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高齢者人口が減少し、
サービス需要が減少する地域

高齢者人口が増加し続け、サービス
需要が急増する地域

高齢者人口が増減し、サービス需要の状況が
2040年までの間に増加から減少へ転じる地域
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【介護保険部会】 人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築

「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会

① 地域の類型の考え方
② 地域の実情に応じたサービス提供体制の維持

のための仕組み
③ 地域の実情に応じた包括的な評価の仕組み
④ 介護サービスを事業として実施する仕組み
⑤ 介護事業者の連携強化
⑥ 地域の実情に応じた既存施設の有効活用
⑦ 調整交付金の在り方

介護保険部会での検討（R7.10.9）

（事業による仕組みのポイント）
✓ 利用者ごとの個別払いではなく、事業の対価として事業費（委託費）により支払いを行うことにより、

利用者の増減の変化に対応しつつ、収入の予見性を高め、経営の安定につなげられるようになることも考えられる。
✓ 実際のサービス提供は、事業者に委託することを想定。市町村内に事業所がない場合に、周囲の市町村の事業所に

委託することや、複数のサービス類型を組み合わせて委託を行うことが考えられる。

【基本的な考え方】
○ 中山間・人口減少地域において、市町村が、地域におけるサービス需要の状況やサービス提供体制の実情に応じて、

柔軟にサービス基盤を維持・確保していくことができるよう、特例介護サービスとあわせて、市町村が、事業として、
給付の仕組みと同様、介護保険財源を活用して柔軟に実施できる選択肢を設けることが考えられないか。
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【イメージ】
【中山間・人口減少地域】

訪問介護サービスがない地域

訪問介護 市区町村

在宅要介護高齢者老健施設

訪問介護を委託

老健施設からの訪問介護サービス
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老健施設の活用
①．地域包括支援センターのサポート
②．災害時の拠点
③．民間（女性）シェルターの拠点

ROKENくん



地域包括支援センターの役割

介護予防
ケアマネジメント

包括的・継続的
ケアマネジメント

権利擁護

58

老健施設の活用 ①

① 地域包括支援センターのサポート

総合相談

現状のスタッフ（3職種）では、業務過多で地域のニーズに対応できない
（保健師〔経験のある看護師〕・社会福祉士・主任ケアマネ）
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老健施設の活用 ①

① 地域包括支援センターのサポート

総合相談

介護予防ケアマネジメント

地域包括支援センターの役割

老健施設がサポート
できるのではないか

≪ 老健施設が地域包括支援センターのサポートを担える根拠 ≫

① 老健施設は、全国の中学校区に１施設を目途に、日本全国津々浦々に
設置されている。

② 老健施設は、24時間３６５日機能（稼働）している。

③ 老健施設は、支援相談員（社会福祉士も多い）やケアマネ、
さらには医師を始めとする医療職（看護師・リハ職等）等の多職種も揃っている。

地域包括支援センターの業務の負担軽減（サポート）になる
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老健施設の活用 ②．③

② 災害時の拠点
③ 民間（女性）シェルターの拠点

① 老健施設は、全国の中学校区に１施設を目途に、日本全国津々浦々に
設置されている。

② 老健施設は、定員平均100名と規模が大きく、常に空床もあり（約87％）
いつでも受け入れが可能。

③ 老健施設は、医師を始めとする医療職（看護師・リハ職等）や
介護職、栄養士、支援相談員、ケアマネ等の多職種が揃っている。

上記②・③の役割を 老健施設 に位置付け

そのことにより 大規模修繕費の支援を

≪ 老健施設が２拠点の役割を担える根拠 ≫



全国老人保健施設協会
正会員施設（3498施設）
のプロット

61



62

地域包括ケアシステムにおける老健施設

ROKENくん
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『2040年に向けたサービス提供体制等のあり方』検討会

2040年を見据えた地域包括ケアシステムの姿に改訂へ！

老健施設の位置付け



642025年を目途に設定された「地域包括ケアシステム」のポンチ絵も2040年に向けたポンチ絵に改正



65

【地域包括ケアシステムのハブ】

介護老人保健施設

市町村からの委託費

総合事業
フレイル対応

地域包括支援センター
のサポート

障害サービスの提供

急性期病院

地域包括医療病棟

在宅 有料老人ホーム
サ高住

特養・ＧＨ
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